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子どもの死を扱うチャイルド・デス・レビュー（ＣＤＲ）を推進してゆく中で、家族に

対する緩和ケア、特にグリーフケア（ビリーブメントケア）の提供は必須である。さらに

子どもの死に出遭ったとき、医療者がどのように振る舞い、残された家族と如何に向き合

うかということはメンタルヘルスの面からだけでなく、患者家族との信頼関係を築き、病

理解剖を含むより多くの情報を得てＣＤＲの精度を高める上でも非常に重要であると考え

られる。 

当分担研究では、平成 28年度に①医療機関におけるグリーフケアの文献的検討を行

い、③解剖に関する遺族の意識調査、を行った。平成 29 年には②医療機関におけるグリ

ーフケア提供の現状調査を行い、④自験例を通じた CDR におけるグリーフケアの在り方の

考察を行った。 

①の結果、グリーフケアは遺族のグリーフの複雑化予防に留まらず、亡くなった子ども

についてより多くの情報を共有することで、ＣＤＲの精度を高める上でも重要と思われ

た。②の結果、伝統的観念が解剖を拒否的にしているというより、医師の説明不足が主た

る要因であると推察された。③の結果、8割近くの病院がグリーフケアを提供しておら

ず、医療現場で提供体制はほとんど整えられていないと判断された。④の結果、小児科領

域の中でなお一層の意識向上や知識、技術についての研鑽が行われることのみならず、医

療機関以外の機関と連携して遺族が死別の苦しみの中に孤独に取り残されることのないよ

うなシステムを構築することが、ＣＤＲの実装に向けて求められていると考えた。 

これらの研究を通じ見えてきた点を踏まえ、H30 年度には準備読本のうち、「自殺パネ

ル」ならびに「自殺の検証の要点」の分担執筆を行った。 
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Ａ．研究目的 

子どもの死を扱うチャイルド・デス・

レビュー（ＣＤＲ）を推進してゆく中

で、家族に対する緩和ケア、特にグリー

フケア（ビリーブメントケア）の提供は

必須である。さらに子どもの死に出遭っ

たとき、医療者がどのように振る舞い、

残された家族と如何に向き合うかという

ことはメンタルヘルスの面からだけでな

く、患者家族との信頼関係を築き、病理

解剖を含むより多くの情報を得てＣＤＲ

の精度を高める上でも非常に重要である

と考えられる。 

当分担研究では、平成 28年度に①医療

機関におけるグリーフケアの文献的検討

を行い、③解剖に関する遺族の意識調

査、を行った。平成 29年には②医療機関

におけるグリーフケア提供の現状調査を

行い、④自験例を通じた CDR におけるグ

リーフケアの在り方の考察を行った。 

これらの研究を通じ見えてきた点を踏

まえ、H30 年度には準備読本のうち、「自

殺パネル」ならびに「自殺の検証の要

点」の分担執筆を行った。 

 

Ｂ．研究方法、C結果、D考察につき、1-

3 のそれぞれにつき記載する。 

 

1-Ｂ．研究方法、および 1-C.研究結果 

１）小児科領域のグリーフケア 

 グリーフケアは緩和医療の一分野に位

置づけられる。緩和医療は成人のがん医

療をベースに発展したものであり、小児

領域においてはまだ十分に浸透している

とは言いがたい。その理由として、子ど

もの死亡原因となる病態は成人に比べて

多様性に富み、集約化が困難であること

があげられる。それに加えて成人医療に

比して死亡例を経験することが圧倒的に

少ないため、小児科の医療従事者は子ど

もの死そのものについて不慣れであり、

緩和ケアへの意識を育てること、緩和ケ

ア臨床についての教育を行うことが難し

いことも、小児医療において緩和ケアが

発展しない要因と言える。 

今後、小児医療の領域でグリーフケア

を含む緩和医療について、現場の医療ス

タッフが十分に理解、会得し、提供でき

る体制を整えることが重要であると考え

る。 

 

２）グリーフケアの目的 

 グリーフケアの理論は時代とともに変

遷してきた。大切な人との死別に遭遇し

た時に、ある決まった段階を経て喪失を

受容する過程に向かうという「ステー

ジ・モデル(Bowlby)」や「フェーズ・モ

デル(Parkes)」といった考え方から、能

動的に喪失体験と向き合い、それを乗り

越えてゆくことが必要な過程であるとし

た「グリーフワークモデル(Worden)」と

いう考え方、更に喪失体験と向き合う時

間と逃避する時間の双方を行ったり来た

り揺れ動く中で日々に折り合いをつけて

ゆくのだという「デュアル・プロセス・

モデル(Stroebe)」、日本人特有の故人と

繋がり続ける「継続する絆・モデル

(Klass)」など様々なグリーフケアの在り

方が研究・提唱されてきた。 

 この変遷の中でもグリーフケアの目的

として共通することは複雑なグリーフ

（Complicated grief）への移行を避ける

ということである。複雑なグリーフとは

「故人への強い思慕の感情に心が支配さ
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れ他のことが手につかない状態が長期間

続く」ことをいう。複雑なグリーフに移

行するリスクファクターには様々なもの

が考えられているが、死別した人への強

い愛着、予期しない死、死因がはっきり

しないこと、社会的に孤立していること

などが含まれており、特に突然子どもを

亡くした親は複雑なグリーフに移行しや

すい状態にあると考えるべきである。 

  

３）ＣＤＲとグリーフケア 

 前述したとおり、「死因がはっきりしな

いこと」はグリーフの複雑化をもたらす

要因の一つに挙げられている。子どもの

死に際しその最期の声を聞き届けること

がＣＤＲなのであれば、ＣＤＲ自体が遺

族に対するグリーフケアの一部分にもな

り得ると言えよう。 

 

1-Ｄ．考察 

 小児死亡例を扱う上で、死因究明にあた

っては同時にグリーフケアが提供されるべ

きだ、ということについては論を俟たない

が、その実践にあたっては課題が山積して

いる。 

まず、グリーフケアを誰が行うかという

担い手の問題である。小児専門病院では、精

神科医や心理士といったメンタルヘルスの

専門家の配置にはばらつきがあり、緩和ケ

アチームの設置率も低い。一方、大学病院や

総合病院など成人医療を中心に据える病院

では、緩和ケアチームは存在しても小児に

対して十分にケアが提供されているとは言

い難い。さらに双方とも緩和ケアチームが

小児症例に関わっても、管理料や対象疾患

の問題で診療報酬に結びつかないことがほ

とんどである。 

 こういった現状を考えると、子どもを

看取る場面に遭遇する小児科医や看護師

が遺族をグリーフケアにつなぐ情報を提

供することが求められるであろう。 

何らかの治療期間中に子どもが死を迎

える場合には医療者と患者家族の間にあ

る程度の関係性が築かれていることがほ

とんどであり、精神科医や心理士をはじ

めとする多職種の関与によって離別の準

備が進められていることもあるだろう。

しかし突然死の場合には、関係性の構築

も心の準備もなされないままに子どもを

看取ることになる。従って予期せぬ死に

際しては、初療時、治療の経過中、死別

時の医療者の直接的な言動が遺族の心情

に大きな影響を与えることは想像に難く

ない。しかし、そういった状況における

医療者の振る舞いは「接遇」として論じ

られることはあっても、グリーフケアの

提供という側面から論じられることは少

ないように思う。そして子どもを亡くし

た家族をグリーフケアにつなげるための

情報や資源（グリーフケアの提供者や地

域機関）も十分とは言えない。 

今後、子どもの死に際して医療者がこ

どものきょうだいを含めた遺族にどのよ

うに接するべきか、グリーフケアにつな

げるためにはどのような情報を提供する

べきか等、現場の医療従事者に対する一

定の指針が求められるだろう。 

また、子どもの死という峻烈な体験に

相対する小児科の医療従事者に対するグ

リーフケアの提供も忘れてはならない課

題である。 

 

1-Ｅ．結果 

 ＣＤＲの推進と同時にグリーフケアの提
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供体制を拡充していくべきであるが、担い

手の問題や診療報酬の問題など、課題は少

なくない。 

 現場で子どもを亡くした親に相対する小

児科の医療従事者が提供できるグリーフケ

アのあり方について考えてゆく必要があ

る。 

 

 

2-Ｂ．研究方法 

SIDS 家族の会会員を対象に、インターネ

ットを用いてアンケート（表１）を実施した

。SIDS 家族の会会員には不慮の事故や死産

など、また突然死ではなく病気で子どもを

失われた遺族も含まれている。現在わが国

では死産症例の死後検査を実施する体制は

整っていないため、死産症例を除いて検討

を実施した。 

設けられたアンケート専用サイトへの会

員以外のアクセスを排除するため、家族の

会を通じて会員にアクセスパスワードを告

知した。回答はすべて暗号化された形式で

送信され、個人情報の漏えいを防止した。ま

た、返信の IPアドレスをチェックするとこ

とによって、回答の重複を防止した。 

アンケートは、事案に関する設問と解剖

承諾の有無を共通設問として最初に設けた。

次いで、解剖実施例と非実施例に区分して

設定し、事案発生時と時間経過後での状況

を聞き取れるようにした。回答方式は択一

式、複数回答選択可能なもの、さらに自由記

載形式に分けて設定した。 

解剖の遺族に与える効果を検討するため、

解剖前後での心象状況を10段階の自己評価

スケールを用いて点数化してもらった。解

剖実施前は 5 点を基準に不安や解剖に対す

る拒否感が最も強ければ 0 点とし、また、

解剖に対する期待度を最高10とした。また、

解剖実施後の心象も 5 点を基準に満足度を

最高 10 点で、また不満足度を最低 0点で評

価してもらった。心象の変化に影響を与え

る因子を同定するために、設問の回答と関

連させ心象の変化を検討した。これら解剖

前後の心象スケールの変化はWilcoxon符号

付順位検定を用いた。 

また、死亡事案発生から時間が経過後し

た現在の状況に関して質問し、解剖が果た

した効果を検討した。解剖実施群と非実施

群との差の検討にはχ2検定を用いた。 

 

2-C. 結果 

アンケートへの有効回答数は 41 件で、内

訳は死産が 15件(29%）、乳幼児死亡は 36 件

(71%)であった(表 2)。このうちの 36 件を対

象に解析を実施した。回答者の事案発生後

の経過期間は１年後から 22 年後までで、中

央値は発症後 12 年であった。36 例の診断の

内訳は SIDS 18 件(50％）窒息 4 件(11％）

原因不明6件(17%）その他の突然死⒉件(5%）

そして突然死ではない病死 6 件(17%）であ

った。病死例は突然死として発見され、最終

診断が病死とされたもので、異状死体とし

て取り扱いを要するものであった。解剖を

実施したのは 21 件(58％）で、解剖実施例

の診断は SIDS 17 例(81.0%)、窒息 1 例

(4.8%)、不明 3例(14.2%)であった。 
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表１：アンケート内容抜粋 
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表２：アンケート回答者内訳 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「解剖前に医師から解剖の意義や重要性に

関する説明がありましたか」「突然死の診断

には解剖が必要不意可決であると説明が医

師からありましたか」「解剖前に解剖の実施

方法と実施後の状況に関する説明は医師か

らありましたか」との質問に対する回答を

図 1 に示す。解剖の意義や重要性に関する

説明を受けた人は、解剖実施例では 10 例

(47.6%）で非解剖例では 3 例(20%）であっ

た。次いで、解剖の方法に関しての説明を受

けた症例は、解剖例では 7 例(33.3%）で非

解剖例では 1 例(6.7%）であった。さらに、

突然死の診断には解剖検査が必須であると

の説明を受けたのは、解剖例では7例(33.3%）

であり、非解剖例では説明を受けた例はい

なかった。一方、死亡原因に関しては 36 例

中 26 例(72.2%)が説明を受けていた。以上

の結果から、死亡が確認された時点で推測

される死亡原因やメカニズムに関しては説

明されているが、解剖をはじめ死後検査に

関する説明が十分になされていないことが

明らかになった。「解剖を勧めたのは誰です

か」の質問に、警察官 12例(57.1%)、医師 6

例(28.6%）その他 3 例(14.3％）であった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 1 事案発生当初の医師の対応 

 

 

解剖非実施例に解剖を拒否した理由につ

いて複数の回答を許可する形式で質問をし

たところ(図 2)、子どもに傷をつけたくない

が最も多く 8 例(53.3%）次いで必要性を認

めなかったが 7 例(46.7%)で、その他 8 例

(53.3%)であった。その他の内容を自由記載

してもらったところ、最も多かったのは解

剖後わが子を抱っこできないと思った。ま

た、わが子と対面することができないと思

ったなど、解剖の実施方法と実施後の状態

に関する不安が 6例(40.0%）、親族の強い反

対があった 1 例(6.7%）、育児の不手際が明

らかになるのではといった不安 1 例(6.7%)

であった。これらの結果から、子どもに傷を

つけたくないとか可哀そうなど周囲が想像

している感情は要因の一つに過ぎず、解剖

に関する説明が十分になされていれば解剖

を承諾した可能性があることが明らかにな

った。一方、解剖実施例に実施前に考えてい

たことに関し、同様に複数回答を許可する

形式で質問した。最も多かったのは、真実が

明らかになってほしいで 18 例(85.7%)、次

いで子どもに傷をつけたくないが 14 例

(66.7％）であった。 
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図２：解剖を拒否した理由 

 

また、何か責められるような事実が明ら

かになるのではないかと不安を抱く例も 2

例(9.5%)認められた。その他を選択した5例

の自由記載では、顔に傷かつかないか、解剖

後に抱っこができるかなど解剖実施方法と

その後に関するものが 4 例(19.0％)と最も

多く、なぜ解剖を拒否できないのかと強制

的に解剖が実施されることの不満を 1 例

(4.8%)が抱いていた。解剖実施例ではこの

ような困難な状況であるにもかかわらず、

真実が明らかになってほしいと前向きな意

識が認められる。しかしながら、実施例でも

解剖の方法や実施後の状況などへの説明が

十分でないことに不安を抱いていることが

明らかになった。 

「解剖結果に関して十分な説明がありま

したか」「解剖から有益な情報を得られまし

たか」「解剖をしてよかったと思いますか」

の質問には、はい・いいえと解らないで選択

を設定した(図 3)。解剖後の説明に関しては、

10 例(47.6%)で満足のいく回答を得ていた。

内訳で見ると医師及び監察医によって勧め

られた解剖では 9例中 6例（66.7%）が十分

に説明を受けているのに対して、警察が進

めた解剖では 12 例中 4 例(33.3%)にとどま

っていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３：解剖の結果に関して 

 

 

解剖から有用な情報を得られましたかに

対しては、11例(53.4%)が得られたとされて

いる。また、解剖してよかったと感じている

のが 16 例（76.2%）であり、しなければよか

ったと答えた人はいなかった。  

一方、非解剖例においても 7 例（58.3%）

が解剖しておけばよかったと考えていると

の回答を得た。 

解剖実施例の実施前後の心象変化に関し

ての検討では(図 4)、医師から説明を受けた

遺族の解剖前後の心象の変化は有意（P：

0.043）に改善していることが明らかになっ

た。 

次に解剖の意義や重要性が説明されてい

た例とされていなかった場合の心象変化を

みると、個々には有意差は確認されなかっ

たが、説明を受けている例では中央値が 1.5

上昇していのに対し、説明がなされていな

い例では、中央値は 2低下していた。 

解剖の方法が説明されていた例とそうで

ない場合に関する検討では、方法が説明さ

れている症例の実施前後で中央値が 2 上昇

していた。一方で、方法の説明がなくとも前

後で中央値は 0.5 上昇していた。解剖後の

ご遺体の状況を見て、予想したような状況

でないことが確認できたことで、心象がそ 
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図４：解剖前後の遺族の心象変化 
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れほど低下していないと考えられた。 

解剖に同意して実施した場合と強制的に

解剖が実施された場合では、同意して実施

した例では前後の心象スコアの中央値の差

は+4 と有意(P:0.043)に心象が改善してい

た。一方強制的に実施された場合は、有意差

は認めなかったものの、実施前後で中央値

が 1.5 上昇していた。 

同意して解剖が実施された事例における、

解剖結果を十分に説明された場合となされ

なかった場合に関しての心象に関する検討

では、十分に説明された例では実施前後で

中央値が 2.5 と有意(p:0.023)に改善し、十

分な説明がない場合でも 1 改善していた。

現時点で解剖したことをどう思っているか

との設問に対しては、17例 80.9％が解剖し

てよかったと感じていた。また、4例(19.1%)

がどちらともいえないとしているが、解剖

を否定的に感じている回答はいなかった。

このことより、解剖の前後で正確にそして

丁寧な説明を行うことで、解剖に対する拒

否的な考えを払拭することができると思わ

れた。 

「死亡事案発生後時間経過した現在でも

子どもの死に関して疑問や質問があります

か」との質問には、解剖例で 16 例(76.2%)

が疑問や質問などを抱いていると回答して

いた。疑問を持っていないとした例も 5 例

(23.8%)存在していた（図５）。一方非解剖例

では 11 例(73.3%)が疑問を抱いていると回

答しており、2 例(13.3%)が疑問を持ってい

たいと回答し、3 例(20%)はわからないと回

答していた。突然死は予期せぬ出来事のた

め、また、解剖によっても明らかな所見が認

められないことがあるため、時間が経過し

ても何が起こったのか、何故起こったのか、

如何すれば良かったのかといった疑問や、 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図５：時間経過による遺族の思い 

 

 

自分の育児が悪かったのではないだろうか

と言った自責の気持ちを、解剖実施例であ

れ非施例であれ長期に持ち続けてしまう可

能性があることが明らかになった。 

一方、何年経過しても、疑問や不明点を相

談することが可能な医療的サポートを必要

と思いますかの設問に対し、解剖例では 19

例(90.7%)が必要を感じているのに対し、非

解剖例では6例(40.0%)しか必要を感じてい

なかった（図５）。この 2 群間にはχ２検定

を実施した結果、明らかな有意差（ｐ＝0.01）

を認めた。我が子の死に関して時間が経過

しても少なからず疑問や不明な点を抱いて

はいるが、非解剖例では疑問の解決のため

の医療的支援に対する期待感は解剖例に比

べ有意に低下していると解釈された。  

非解剖症例に、事案が発生した時点で解

剖をしたいと思っていましたかとの質問に

対して、解剖をしたいと思っていたのは1例

（6.7%）で、拒否的に思っていたのは 6 例

(40.0%)で、判らないと答えたのが 8 例

(53.3%)であった。一方、現時点で解剖を実

施すれば良かったと思っているのは 8 例

(53.3%)であり、現時点でも拒否的なのは 5
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例(33.3%)、現時点でもわからない 2 例

(13.3%)であった。当初わからないとしてい

た症例で、解剖をしとけばよかったと思っ

ている遺族が多いことが判った。自由記載

では、解剖の意義や方法を説明してもらっ

ていれば実施したと思うとの答えが認めら

れた。 

 

2-D. 考察 

小児領域の最大の課題であるSIDSの定義

が変更され、死後検査を実施する環境自体

は整った。これを機に死後検査で得られた

検体や情報を集積し大規模調査研究を実施

することを課題としてに、厚生労働省研究

班が組織され 9 年間研究を継続した結果、

我が国では欧米のような監察医制度が存在

しないため、集約的で大規模研究システム

を構築することは困難であると結論付けら

れている１。この理由として、解剖率が改善

できないことが最大の理由と推察されてい

る。しかし、日本と同様に監察医制度が整備

されておらず、解剖をはじめとする死後検

査を大学法医学教室が中心的に担っている

ドイツではこのような大規模研究システム

を構築している。この研究システム実施以

前のドイツでは、予期せぬ突然死（Sudden 

Unexpected Death: SUD）の約半数が解剖を

含む死後検査は実施されていなかった。そ

の原因は、救急通報で出動した救急医によ

って現場で死亡が確認されると、救急医が

直ちに死体を検案し死後処理を実施してい

るか、死亡確認の後警察に通報していた点

にあり、このような状況では解剖の意義や

重要性が十分に告知されないと考えられた。

そこで、救急医の検案を排し、死亡確認後速

やかに所轄法医学教室および警察へ連絡す

るシステムに変更し、連絡を受けた法医学

教室から担当医師が出向き、死後検査の意

義と重要性や方法などに関して説明し、調

査研究参加のインフォームドコンセントを

受けるようにした。これにより解剖率は

83％まで改善したと報告されている 2。我々

の調査でも医師によって死因に関する臨床

的説明はほとんどのケースでなされている

が、解剖の説明が医師により実施された症

例は全体の 36％にとどまっていた。一方で、

医師から説明を受けた 76.9％が解剖を受け

入れている。警察による死後検査の目的は

虐待や殺人また過失による死亡をあきらか

にし、責任を追及することにある。従って、

それらの嫌疑がないと推定された場合は死

後検査が実施されないこともある。これも

我が国の解剖率が低い原因の一つと考えら

れる。死後検査の意義は犯罪捜査、いわゆる

社会正義の実現だけではない。正確な死因

に基づく人口動態統計をまとめることで研

究対象の絞り込みを可能にする。また危険

因子の抽出などの疫学的成果は予防法の確

立など公衆衛生に貢献する。また、死因を明

らかにする過程では、不明であった病態生

理の解明など医学的にも重要である。さら

に、遺伝的要因が明らかになれば、残された

遺族や同胞の疾病予防など医療的な意義を

持つ。 

これらすべてを網羅的に説明できるのは

あくまで医師である。わが子を失った異常

事態の最中に犯罪嫌疑をかけられた遺族は、

解剖の是非を判断するなど不可能な精神状

態に追い込まれると推測される。このよう

な遺族の心的ストレスを排除するためにも、

医師が解剖の意義や重要性を的確にかつ平

易に説明することが重要である。異状死体

に遭遇した場合、医師法に従った警察への

連絡は必須であるが、警察介入後に遺族と
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医師の間が途絶えてしまうことが、医師が

解剖など死後検査に関する説明を行う機会

を失してしまう原因と推察される。 

  古くから日本では、死後に人間の身体は

単なる物体になってしまうのではなく、遺

体には生体ほどではないにせよ何らかの意

志や感情が存在すると理解されてきた。こ

のため死後の体を亡骸ではなく遺体として

尊厳を持って扱ってほしいとの願望があり、

遺体に傷をつけることが躊躇され解剖に拒

否的になっていると考えられてきた 3。そし

て、社会全体的にこの観念は共有されてお

り、医療者自体も例外ではない。このため、

医療者が遺族の心情を推量し敢えて解剖を

持ち出さないこともある。これが、医師が解

剖説明を回避する要因の一つになっている

と考えられる。しかしながら今回の調査結

果は、遺族が実際にこの観念によって解剖

に拒否的であったかといえば、決してそう

ではない側面も確認された。確かに「子ども

の体に傷をつけたくない」の回答が解剖実

施例でも非実施例でも最も多く、回答全体

の半数程度を占めていた。しかし、その一方

で、解剖を「切り刻まれる」とイメージし、

解剖後に「再び顔を見られないのではない

か」など、解剖方法を理解していれば起こり

えない誤解を抱いている人が、非実施例で

半数に認められていた。「西欧では精神と肉

体を独立のものととらえており、死後に肉

体を対象に検査を行うことは容易に受け入

れられている」と考えられているが実際は

そうでもない。子どもを失った遺族は、解剖

にさいして強い抵抗を覚える場合も少なく

ない。しかし、特定の宗教に基づくものを除

いて、懇切丁寧な説明で同意が得られると

報告されている 4。今回の調査では解剖の方

法や解剖後の状況などに関して、非実施例

では 6.7％のみに説明がなされたに過ぎな

かった。医学的な背景知識に乏しい警察官

が、解剖の方法やその後の状況などを詳細

に医学的に説明することは困難であろう。

解剖は遺族の理解と同意が必須であり、解

剖や実施後の状態に不安や誤解を抱かせな

いためにも、遺族の心情に配慮した医師に

よる説明が必要不可欠であると考える。 

解剖を行うもう一つの重要な意義は、遺

族が死を受容過程に重要な役割を果たすこ

とにある。突然死は療養期間を経て死に至

る場合と異なり、死を受容する準備が全く

ない状況で起こる。遺族は何が起こったの

だろか、何故起こったのだろうか、自分た

ちに非があったのではないか、など回答が

見つからない疑問が死の受容の妨げとな

る。また、この動揺は遺族のみならず周囲

の者にも少なからず影響を及ぼし、意図せ

ずとは言え不用意な慰めや質問により、遺

族に二次的なトラウマを負わせてしまうこ

とも少なくない 5。詳細な死後検査を実施

することで、原因や死のメカニズムが明ら

かになることで、遺族は根拠のない罪悪感

や苦しみから解放される。また、これは周

囲の者たちに対しても、思い込みや推量に

よる非難や好奇の眼差しを抑止する効果が

ある。ドイツの調査では解剖実施者の

83％が死の受容過程で解剖が効果的であっ

たと報告されている。その要因として、解

剖結果を検査担当者医師から遺族に直接説

明されたことが挙げられている 6。我々の

調査でも死後の説明が十分なされたケース

は有意に解剖後の心象が改善していた。現

在の日本では司法解剖を行った場合、犯罪

性や過失などが否定されても解剖実施者が

遺族と直接話すことはほとんどなく、警察

官が解剖結果を説明している。また、解剖
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所見を記した報告書は原則非公開として遺

族にせ開示されていない。医学的知識を持

ち合わせない警察官による説明では納得が

いく説明は不可能と思われ、死の受容を促

す効果は充分ではないと思われる。内閣府

死因究明等推進計検討会最終報告書所にお

いても、「犯罪捜査の手続が行われていな

い死体に係る死因等については、第三者の

プライバシーの保護に留意しつつも、死

因・身元調査法の趣旨を踏まえ、遺族等の

要望に応じ、書面を交付するなど丁寧な説

明に努めていく」と死因究明によって得ら

れた情報の遺族へ対する説明の促進を明記

している。グリーフケアの観点からも、解

剖結果の説明は遺族に対して基本公開とし

医師が執り行うようにしなくてはならな

い。 

解剖を含む死後検査によっても死亡原因

やメカニズムが明らかにできない症例も少

なくない。このような死因不詳となった症

例でも犯罪性や過失などが否定される場合

が多く、遺族の自責の念を払拭するには一

定の効果がある。さらに、子どもの死を明

らかにするためにやるべき事できる事は行

ったとする意識が死の受容を促進する 7。

しかしながら、今回の調査では非解剖例の

みならず解剖例でさえ年月を経過しても多

くの遺族が依然疑問を抱いていることが分

かった。これらのうち現在疑問解決に医療

的なサービスの必要を感じている割合は、

非解剖例では有意に低く、明らかに医療に

対する期待が削がれてしまっていると考え

られた。医療への信頼を堅持するために

も、医療者は死後の取り扱いに積極的に関

与しなくてはならない。 

今回の調査や諸外国の制度と比較し、解

剖率が低い主要原因は遺体に対する日本固

有の観念でも、監察医制度が整備されてい

ないことでもなく、むしろ確証がない推論

を根拠に、解剖実施に消極的になっている

医師の姿勢が解剖率を改善しない要因と考

えられた。この背景には死が医療の終焉で

あるとする考えが支配的であることも一つ

の要因ではないかと考えられた。死から学

ぶ医学があり死から始まる医療があること

を、医学教育や専門医研修など様々な機会

を捉え、グリーフケアを中心に据えた教育

を充実させる必要がある。 
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3-Ｂ．研究方法 

１）調査の手続きと方法 

日本小児科学会の教育研修施設、五類型

病院に加え、各都道府県の保健医療計画

で小児の救急輪番に参加している病院(保

健医療計画が HP 上に開示されていない都

道府県においては、小児科のある救急告

示病院)の計 962 施設を対象に、2018 年 2

月に郵送法によるアンケート調査を行っ

た。 

２）質問紙の項目 

 質問紙の項目は以下の通りである（詳

細は本報告書末尾に添付した） 

1)グリーフケアの提供数 

2)グリーフケアの内容 

3)医療現場でのグリーフケア提供体制

にする考え方 

4)体制整備のために必要な事項 

5)子どもの死亡事例検証制度を医療現

場に導入するにあたり、遺族への支

援、グリーフケアの観点からの意見 

  

1)の設問では、2016 年・2017 年の 2年

間でグリーフケアを提供した事例数を、

「生前の関わりの有無」と「死が予期し

えたか否か」の観点で回答を依頼した。 

2)の設問では、その内容について、当

日支援：「個室の準備」「グリーフ反応に

関する情報の提供」「遺族会に関する情報

の提供」、後日支援：「お別れ会の実施」

「後日の電話サポート」「後日の手紙サポ

ート」「後日の訪問サポート」、「その他」

から選択式（複数回答可）で尋ねた。 

3)の設問は、臨床現場のスタッフのグ

リーフケアに関して要求される専門性を

どのようにとらえているのかを把握する

目的で実施した。 

4)の設問では、「緩和ケアチームを活用

した提供体制整備」「グリーフサポートの

保健診療点数化」「グリーフケアに関する

卒後医学教育」「グリーフに関する情報提

供資材の配布」「医療者以外のグリーフケ

アサービス提供体制の整備」「その他」の

6項目の中で優先順位をつけてもらった。 

 なお設問に回答してもらうにあたりグ

リーフケアの定義を「死別に伴う反応や

影響（グリーフ）を念頭において、遺族

に必要な支援を届けること」と表記し

た。 

 

3-Ｃ. 結果 

アンケートを送付した 962 施設のうち

416 施設から回答を得た(アンケート回収

率 43.2%)。（アンケート用紙を提示する） 
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小児死亡時のグリーフケア提供の現状と将来的な提供体制に関するアンケート調査 

 

病院名                  連絡先(☎ or ✉)                   
 

回答の担当者名                    所属・役職                        

 

 

■問 1：貴院で発生もしくは対応した死亡事例数、ならびにグリーフケアの提供状況について 

貴院で 2016 年、2017 年に死亡した 18歳未満の小児につき、「①予後不良疾患で入院しており、死に至

ることが予期されていた事例」「②死に至ることは予期されていなかったが、基礎疾患があり生前の関

与があった事例」「③予期せぬ死で、治療者がその死に際し初めて関わった事例」に大きく分け、ご遺

族に提供したケアの件数を教えてください。0件の場合もご記入ください。 

 

 2016 2017 

 当日の支援 後日の支援 当日の支援 後日の支援 

①予期されていた死       件       件        件       件 

②予期せぬ死で、生前の関与あ       件       件       件       件 

③予期せぬ死で、生前の関与な

し 

      件       件       件       件 

④不詳（どれに該当するか不

明） 

      件       件       件       件 

合計       件       件       件       件 

 

■問２：行ったグリーフケアの内容について下記にあてはまるものに✔をお願いします 

□A死亡後の個室の準備 

□B死別後のグリーフの反応（心理、身体、社会的影響）についての説明、リーフレット配布など 

□C遺族会の情報提供  □Dお別れ会の実施    □E 後日、お電話   □F 後日、お手紙 

□G 後日、訪問 

□H その他（                                 ） 

 

下記の設問において 

 グリーフケアとは… 

 死別に伴う反応や影響（グリーフ）を念頭において、遺族に必要な支援を届けること 

と定義いたします。 

例）個室の準備、死別後のグリーフの反応（心理、身体、社会的影響）についての説明 

  遺族会の情報提供、後日、お別れ会の実施、改めてお電話やお手紙、訪問など、 
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■問 3：医療現場でのグリーフケア提供体制につき、ご自身の考えに最も近いものに✔を付けて 

ください 

 

□ A グリーフケアはあくまでも現場のスタッフが優先的に提供すべきサービスであり、精神医学 

      的な問題（複雑性悲嘆、PTSD）に発展した場合に、あらためて専門家に紹介すべきである 

□ B グリーフケアには専門性は必要であるが、現場のスタッフが最低限のサービスは提供できる 

      必要がある 

□ C グリーフケアには専門性が必要で、あくまでも専門的スタッフが行うべき問題である 

□ その他（                                         ） 

 

■問４：上記の体制を整備するために必要な事項につき、優先度の高いものを以下から 2つ選択して

✔して下さい 

 

□a.緩和ケアチームなどからなるグリーフケア提供体制  

□b.グリーフケアの保険診療の点数化 

□c.グリーフケアにつき学ぶ卒後医学教育の機会     

□d.グリーフにつき簡便に記した情報提供資材 

□e.医療者以外のグリーフケアサービス提供体制の整備（行政サービス・NPO・宗教的な関わりなど） 

□f.その他（                                      ） 

 

■問５：チャイルド・デス・レビューを医療現場に導入するにあたり、ご遺族への支援、グリーフケ

アの観点から何かご意見があればぜひお聞かせ下さい 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

質問は以上になります。ご回答いただき、誠に有り難うございました。 

（同封の返信封筒でご返送をお願いいたします）
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1)グリーフケアの提供数 

 2016 年度、2017 年度に死亡した 18 歳未

満の小児につき、「①予後不良疾患で入院

しており、死に至ることが予想されてい

た事例」「②死に至ることは予期されてい

なかったが、基礎疾患があり生前の関与

があった事例」「③予期せぬ死で治療者が

その死に際し初めて関わった事例」「④不

詳（どれに該当するか不明）の４事例ご

とに、当日の支援、後日の支援に分け、

支援提供数を集計した（表１）。 

小児の死亡当日、何らかの支援を行った

病院は①で 20%、②で 16%、③で 17%であ

った。後日の支援に関しては、①②とも

に 8%のみであった。③ではさらにその割

合は低く、提供していた医療施設の割合

は 2.3%にとどまっていた。 

 

2)グリーフケアの内容 

 行ったグリーフケアの内容結果を下記

に示す（図 1,表 2）。半数以上の病院が提

供しているのは 1種類であった。1種類の

みと回答した病院 86 件中 70件の行って

いたのは個室提供であった。 

グリーフケアの種類で見てみると、個

室を準備した病院は 128 件（49%）だっ

た。またグリーフの反応についての説明

やリーフレットなど情報提供を行った病

院は 28 件、後日電話をした施設が 24 件

と個室準備に次いで多かった。その他

「スタッフや担当者との信頼関係を築

き、感情を表出できる雰囲気づくりを心

がけること」「亡くなった子、家族との過

ごす時間（写真・ビデオ撮影等）」「死亡

１年後の命日に何らかの形で両親へ」「小

児癌の患者さんにはチャイルド・ライ

フ・スペシャリストが個人的にご兄弟の

ケアを中心に後日に支援している。ま

た、グリーフケアを行う医療者以外への

団体に関するパンフレットを配布してい

る程度しかできていない」「年に一度『星

祭り』を開催して、亡くなった児を偲ん

でいる。遺族の自立的な活動に対して医

療者が場を提供し、参加する形にして 23

年続いています」という内容が挙げられ

ていた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

表１：グリーフケアの提供割合 
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図１   行われたグリーフケアの種類数        表２  行われたグリーフケアの             

と回答病院割合                  種類と回答病院数 

       

 

 

3)医療現場のグリーフケア提供体制に対

する考え方 

「医療現場でのグリーフケア提供体制

につき、ご自身の考えに最も近いものに

チェックを付けてください」という設問

に対し下記の３つの選択肢とその他（自

由記述）を用意した。 

 

A.あくまで現場主体、精神医学的問題(複 

雑悲嘆/PTSD)に発展したら専門家につ 

なげるべきサービスである 

B.現場主体でなくてよいが、現場も最低 

限のサービス提供ができるべき 

C.あくまで専門家が提供すべきサービス 

である 

 

その結果、回答の内訳は、A.77 件

(19%)、B.294 件(73％)、C.25 件（6%）

で、その他が 6件(1%)であった（図２）。 

 

C の 25 件のうち、22 件は、問 1で一度も

支援を提供していない病院であった。 

 グリーフケアに専門性は必要である

が、現場のスタッフが最低限の支援を提

供できる必要があると考えた医療機関が

最も多かった。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2 医療現場のグリーフケア提供体制に

対する考え方 

 

 

支援のタイプ 病院数 

A 個室 128 

B 説明 28 

C 遺族会 12 

D お別れ会 3 

E 電話 24 

F 手紙 13 

G 訪問 14 

H その他 41 
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 その他の意見には「CDR は必要だと思い

ます。グリーフケアもできればよいが地

域から見てそれが優先度の高い保健とは

思えないし、それが行き逢えるのにどの

くらいの人材育成が必要か。優先的な問

題は他にたくさんあります」や「Ｂが理

想的と思いますが、件数がとても少なく

当院ではサービスの提供の質の確保は難

しいと思います」といった、優先度や質

の確保に関する記述があった。また、「グ

リーフケアは現場のスタッフが提供し、

家族が希望すればいつでも専門家は紹介

できる環境や情報提供が必要」「ある程度

ガイドラインなどがあると良い」といっ

たような記載もあった。 

 

4)提供体制の整備に必要なこと 

問３で挙げたグリーフケアの提供体制

を整備するために必要な事項について、

問４では下記の中から優先順位を尋ね

た。 

a.緩和ケアチームなどを中心とした体制 

整備  

b.グリーフケアの保険診療の点数化 

c.グリーフケアの卒後医学教育     

d.グリーフにつき記した情報提供資材 

e.医療者以外のグリーフケア提供体制の 

整備（行政サービス・NPO・宗教者など 

f.その他 

 

問３で回答した項目別に、回答割合につ

いて図 3に提示した（以下、A群、B群、

C群と呼称する）。 

 いずれの群も aの緩和ケアチームなど

を中心とした提供体制整備を第一義とし

て挙げ、その割合は３割を越えていた。

特徴的であったのは、C群の回答者では

A・B群の回答者に比して、bの保険診療 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３ グリーフケア提供体制の考え方別、施策優先割合 
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の点数化を挙げた割合が高く(36%)、逆

に、cの卒業教育を挙げた割合が極めて

少なかった(5%)。また e.の情報資材の提

供も、A・B群の回答者では 16-17%の割合

であったものの、C群の回答者では 5%と

低い割合であった。 

 

5)その他の意見 

 瀬戸ら(2013)の調査でも半数以上が回

答していた、「遺族ケアを行うべきと思う

が現状としては難しい」という意見は、

問 5の自由記述欄でも複数の回答者によ

って書かれていた。マンパワーの不足に

ついて、また、研修や教育、情報提供資

材の重要性や、インセンティブなどによ

る強化の必要性が意見としては多かっ

た。 

意見の一部をここに紹介しておく。「急性

期病院としては保険点数やインセンティ

ブにないと強化しにくい部分である」「主

に二次救急を担当しています。 SIDS が

生じた時に家族の心のケアができたらと

思いますが、現場においてはそこまで気

配りする余裕がないのが現状です」。マン

パワーの面では「チャイルド・ライフ・

スペシャリスト」や「心理士」、「宗教チ

ャプレン」を活用して家族やきょうだい

のケアに関わっている事例を報告してい

る病院もあった。 マンパワーに限界が

あるゆえに、医療者以外の関わりを求め

る声があった一方で、遺族への支援は信

頼関係が築けている「直接関わった医療

スタッフが行うべきである」といった声

もあった。これについては他にも「予期

せぬ死の場合はグリーフケア専門スタッ

フの対応でよいが、長期入院者で予期さ

れていた死についてはこれまでの主治医

やスタッフとのつながりが（精神的に）

強く、死に至った時（または、直前か

ら）専門スタッフに急に精神的ケアをチ

ェンジするのは困難と思います。専門ス

タッフが関わるなら、状態の良い時から

頻繁に関わらなければ、患者家族のニー

ズは埋められないと思う」といった意見

もあった。 

 

3-Ｄ．考察 

 まずグリーフケアの提供状況である

が、生前の関わりがあったケースで死が

予期されていた場合は、20%の病院が当日

の支援を行っていることから、先行研究

の 25.4%(瀬藤 他、2013)に比較的近い率

で支援を提供していることがわかった。

もちろん瀬藤らの研究は当日と後日を含

めての数字であることと、小児科医個人

に聞いているものなので、単純に比較は

できないが、いずれにしても 8割近くの

医師または、小児科の現場においてグリ

ーフケアが提供されていないことが確認

できた。 

 さらに、後日の支援に関しては、生前

の関わりの有無に関わらず、支援がほと

んど提供できていないことがわかった。

専門的な知識や研修もなく、また診療手

数も加算されない中で、後日の支援まで

行うのはとりわけ難しいのかもしれな

い。そのような中で、遺族会を後日に行

っている 12 の医療機関は、どういった過

程を経て、開催に至ったのか、また運営

が可能になっているのだろうか。そうし

たことを掘り下げて、質的な調査により

研究することでロールモデルが見えてく
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る可能性がある。本研究は医療者側の視

点であるが、医療機関による後日の支援

を望む遺族がどの程度いるかは、日本の

研究では明らかになっていない。

Garstang らが実施したシステマティッ

ク・レビューにおいて明らかになったの

は、遺族が子どもの死因について、死亡

当日はあまりに動揺していたために情報

を理解することができず、後日フォロー

アップ支援の約束を取り付けていたとい

う事例が多くあったということだ

(Garstang,2014)。もちろん、遺族の中に

は病院を再び訪れることはトラウマ的な

記憶から困惑することもあると報告され

ている（McHaffie et al., 2001; 

Macdonald et al.,2005）。しかし、子ど

もを亡くした遺族会「小さないのち」を

1999 年に立ち上げ、運営を続けてきた代

表の坂下は会が実施したアンケートから

「看取った病院と連絡を取りやすくする

方法があれば」と考える遺族は 78人中

73 人(94%)もいた（坂下, 2006）。 

 また、死因についての説明や情報が不

十分な場合、病院側に不都合があって意

図的に隠されているのではないかと遺族

が思うことがあるということも、複数の

研究から判明している(Garstang,2014)。

今回の調査により、とりわけ生前の関わ

りがない現場ではほとんど後日の支援が

できていない状況がわかったが、後から

でも、遺族らが死因について、十分な説

明を受けられるよう、せめて連絡先を伝

えることが重要である。英国で配布され

ている遺族向け Child Death Review のパ

ンフレットには１ペーにジ目に Your 

Local Contact is（あなたの地域の連絡

先は）という言葉と共に、ページの 1/3

をつかって四角い囲みがあり、配布する

人が書き込める形になっている（The 

Lullaby Trust, 2013）。こうした連絡先

を伝えておくことも遺族をサポートする

上での重要な視点であることは制度設計

上で、意識される必要がある。 

 提供しているグリーフケアの内容につ

いては、先行研究（瀬藤ら, 2013）の結

果とはかなりの違いがあったが、これ

は、サンプル対象が特定の組織（ハイリ

スク児童フォローアップ研究会）に関わ

る医師個人と、本研究は病院機関全般と

いう違いがあるため、セレクションバイ

アスがかかっている可能性もあり、単純

比較はできない。瀬藤らの研究では、個

室の準備については聞いていなかった

が、所属機関で遺族ケアを「行ってい

る」と回答した 33名のうち情報提供が

60.6%（20 人）、遺族会が 33％（11人）、

手紙送付が 24.2%（８人）という結果が

出た。本研究では情報提供 11%(28 件)と

かなり情報提供を行っている数が極めて

少なかった。個室の提供が最も行いやす

い遺族の支援ではあるが、情報提供も、

その他の支援に比較すると取組みやすい

ものである。それにも関わらず、今回の

調査では支援を行っている病院のうちの

１割程度しか行っていない現状が明らか

になった。施設の方針としては行ってお

らず、医療者個人としては提供している

可能性もあるだろう。今後、質的調査な

どにより明らかにしていきたい。 

 問 3の回答からは、現場の人間が最低

限のケアを提供できることが望ましいと

考えている機関が最も多いことがわかっ
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た。「最低限の」をどこまでと認識してい

るかについては差があるかもしれないの

で、中身はさらなる調査などで検討が必

要である。 

  問 3で現場のスタッフが優先的にグリ

ーフケアを提供すべきだと回答した人た

ちは「卒後教育の機会」を優先度 1位に

選んだ人が多かった。緩和ケアなどの専

門スタッフのみではなくて、現場のスタ

ッフ全員が身につけておく必要性から選

んだと思われる。 

 問 4の回答の結果を見る際に、注意を

しなければいけないのは、少ない比率の

ものだからといって、それを「重要でな

い」と考えているかどうかは不確かであ

るということだ。「現実的に可能であるか

どうか」について考慮した上で、「重要と

はわかっているけれど、難しいそうだ」

という判断から優先度を下げている可能

性があることを考慮しなければいけな

い。 

  

3-E.結語 

 今回得たデータを比較できる対象の研

究が極めて少ないため、データを解釈す

るよりも、報告することが主となった。

今後、チャイルド・デス・レビューが本

格的に制度化されるのであれば、 制度

実施後、一定期間を置いて同様の調査を

行い、グリーフケアの提供状況の変化を

観察することは重要であろう。また、8

割近くの病院がグリーフケアを提供して

いないと回答した理由については、今後

より詳しい背景を調査することが望まし

い。 

 今回のアンケート調査はそもそも各病

院が年間で何件、小児死亡事例があった

のかについて尋ねていなかったため、今

後の調査において、改善の必要がある。 

 誰が担うべきなのかの議論は、遺族側

からの視点も取り入れながら、生前の関

わりの状況なども考慮しながら、丁寧に

見ていく必要があることがわかった。 

 モデルケースの分析なども有効であろ

うと思う。 
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4-Ｂ．研究方法、および 4-C．研究結果 

１）小児科領域におけるグリーフケア 

～当院での取り組み～ 

 小児科領域では成人医療に比べ死亡例

を経験することが少ないため、小児科の

医療従事者は「死」そのものについての

対応に不慣れである。また、子どもの死

という峻烈な体験は遺族のみならず医療

従事者にとっても大きな衝撃となる。緩

和医療への理解と技術向上を目指すため

には医療従事者が「子どもの死」という

事象を心の傷としないことが重要である

と考え、当院では死亡事例の発生時に、

スタッフのグリーフカンファレンスを行

っている。 

 また、遺族がその後どのようにケアに

つながるかを試行錯誤した結果、院内の

緩和ケアサポートチームで遺族に渡すグ

リーフカードを作成し配布することにな

った。施行してから短期間であるためま

だ症例数は多くないが、この取り組みか

らケアにつながった遺族もある。 

 

２） スタッフへのグリーフサポート 

当院では院内死亡症例について、いわ

ゆる M&M（mortality & morbidity）カン

ファレンスとは別に、グリーフカンファ

レンス（振り返りの会）を行っている。

この会合は医療のエラーを導き出すこと

を目的とはしておらず、亡くなった子ど

もへの想いを皆で語り合い、その子ども

が存命中にしてあげられたことを確認し

あうことで現場のスタッフをエンパワメ

ントすることを目的としている。緩和ケ

アサポートチームに所属する精神科医ま

たは緩和ケアの認定看護師（専従）がフ

ァシリテーターを務めている。参加者は

主に看護師であるが、医師や臨床工学技

士など関わったスタッフは誰でも参加が

可能である。集中治療室で亡くなる子ど

もが多いため、そこでの開催が多いが、

一般病棟での死亡事例に対してもほぼ全

例で行っている。 

 

３）グリーフカードの配布 

 長期間の治療の甲斐なく亡くなった子

どもについては、医師や病棟スタッフと

の関係性が構築されており、また治療期

間中から臨床心理士や精神科医といった

メンタルケアを担うスタッフとの関わり

を持つ機会もあるため、グリーフケアに

つながりやすい傾向がある。しかし、突

然の事故や急激に死に至る疾患の発症な

どで、病院のスタッフと十分な関係性を

築けぬうちに亡くなった子どもたちにつ

いては、十分な遺族ケアが提供できない

ことが多く、課題となっていた。 

 子どもの死の直後には、遺族は茫然と

していたり、葬儀などの様々な手続きに

忙殺されたりして、子どもの死を現実と

して受け止められないことも多く、看取

りの現場に緩和ケアサポートチームが同

席できたとしても、急性期の悲嘆への対

応や実務的な手助けなどに終始してしま

うことがほとんどである。しかし、遺族

はしばらく時間をおいて様々な感情にお

そわれ、また「子どもの死」についての



 - 263 - 

悲しみを分かち合う相手がいないことや

周囲の理解が得られないことでさらに苦

しい思いを抱くことが多い。 

 そのために当院では、死亡退院時に遺

族にグリーフカード（資料 1）を手渡す

ようにした。遺族は子どもを失った後に

今までに経験のない強い怒りや自責感、

虚無感といった感情を抱き、またそれが

異常なものなのではないかと悩み苦しむ

ことがある。強烈な感情を無理に抑え込

み、自分から切り離すことはメンタルヘ

ルス上の問題に発展しやすいため、グリ

ーフカードには死別体験をした人に起こ

りうる様々な状態について、自然なこと

であり誰にでも起こりうることだという

心理教育的な内容を記載した。また、同

じ体験をした人と思いを分かち合える場

についての情報の提供と、当院でも死別

の痛みについてのケアができることを記

載し、連絡先を明記している。 

 運用については各病棟、救急外来にグ

リーフカードを常備し、看取りに立ち会

ったスタッフが死亡診断書と共にグリー

フカードを手渡すことにしている。子ど

もが亡くなり遺族にグリーフカードが渡

された場合には、緩和ケアサポートチー

ムの専従看護師または精神科医に連絡が

入るため、チーム内でグリーフケアに必

要な体制を整えることが可能となってい

る。また「グリーフカードを見て」と連

絡してきた遺族の電話が、院内でたらい

回しにならないよう、電話交換手をはじ

めとした医療従事者以外の職員にもグリ

ーフカードの存在を伝え、誰に取り次ぐ

べきかを明示している（資料２）。 

遺族から連絡があった際には、電話も

しくは来院しての相談となるが、子ども

が亡くなった病院に足を運ぶことが辛く

てできない場合には、地域の相談機関に

つなげることもある。面接のファースト

タッチは主に緩和ケア認定看護師が担っ

ているが、長期間にわたる食欲不振や睡

眠障害、自傷や自殺の兆しなど、精神科

医療の介入が必要な状態に至っていない

かどうかを、常にチーム内の精神科医と

共有しながらケアにあたっている。 

通常は１～２回の相談で終了となるこ

とが多いが、薬物療法を含む精神科介入

が必要となるケースも少なからずある。 

Ｄ．考察 

 CDRの実装にあたり、小児科領域でのグ

リーフケアについてスタッフケア、遺族ケ

アの提供についての一つの現実的なモデ

ルとして当院での取り組みを例示した。 

医療スタッフについては、患者の死を口

にするのはタブーと感じていたり、自分が

悲しむことは職責上許されないと考えて

いたりしていたスタッフが、構造化された

安全な場で想いを分かち合うことによっ

て、子どもの死を受け止められるようにな

り、現場でのラインケアが充実してきてい

る実感がある。それに伴い「看取りの技術」

が向上し、たとえわずかでも子どもと家族

の残された時間を充実したものにしよう

とする取り組みが進んでいる。このことが

直接的に病理解剖等の承諾率に貢献して

いるかどうか等の数値的なエビデンスを

示すことは困難であるが、我々医療者が緩

和ケア、特に看取りのケアに精通すること

は、ＣＤＲに家族の協力を得ようとすると

きの必要条件であると言える。 
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資料１：実際のグリーフカード 
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資料 2：グリーフカード運用フロー図 



 - 266 - 

遺族ケアについてはまだ始まったばか

りではあるが、グリーフカードからご両親

やきょうだいのケアにつながるケースも、

少しずつ出てきている。しかし、ここで問

題となってくるのが、誰がケアの担い手と

なるのかということである。通常のグリー

フであれば、ビリーブメントケアについて

の知識を持った看護師や心理士が遺族へ

の心理教育的アプローチをしながら時が

過ぎるのを共に待つ役割を担えるであろ

う。しかし複雑化したグリーフを扱った

り、うつ病の発症など精神科的な対応が必

要となったりした際の対応も、常に考えて

おかねばならない。総合病院や大学病院で

あれば、成人の精神科や緩和ケア科と協力

体制を作ることが現実的であろう。しか

し、三次救急や高度先進医療を担う小児専

門病院の中にも、緩和ケアチームや精神科

が存在しない病院があるため、地域の医療

機関や保健機関、ピアサポートとも連携し

てケアの提供を行っていく必要がある。 

緩和医療の理念は幅広いが、中でも End-

of- Lifeケア、グリーフケアについて、小児

科領域の中でなお一層の意識向上や知識、

技術についての研鑽が行われること、医療

機関以外の機関と連携して遺族が死別の

苦しみの中に孤独に取り残されることの

ないようなシステムを構築することが、Ｃ

ＤＲの実装に向けて求められていると考

える。 
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